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○渡辺委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 質疑を続行いたします。山井和則君。 

○山井委員 それでは、四十五分間質問をさせていただきます。 

 青少年雇用促進法、そして、このことに関連して、ブラックバイトの問題を質問させていただきたいと思いま

すが、株がまた下がっております。冒頭、ＧＰＩＦの質問をちょっとだけ、株が下がっておりますので、させてい

ただきたいんです。 

 先ほど、十二時四十五分現在では、一万七千七百九十一円まで下がりまして、三百九十円も下がっております。

そういう意味では、八月十八日には二万六百円でしたわけですから、要は、この間、またきょうも今変動しており

まして、一万八千円台に回復するんだと思いますが、約二千八百円下がっているわけですね。 

 先日の質疑の中で、要は、三月末時点でＧＰＩＦが三十二兆円国内株式を持っている、そして海外の株式を三

十兆円持っている、合計六十二兆円。この三十二兆円に、二万六百円から一万七千八百円に下がったという、一

四％を掛けると、機械的な計算ですが、約五兆円になる。ということは、結局、きょうも乱高下しておりますけれ

ども、この八月十八日からきょうまでの段階で、機械的に計算すればですよ、ＧＰＩＦの、信託銀行などが何を買

っているかはわかりませんからね、でも、平均すると約五兆円の年金資産が目減りした可能性もあると思うわけ

です。 

 さらに、きょうの日経新聞にも出ておりましたけれども、どういうことがこの八月の株安で起こったかという

と、外国人の売り越しが最大、つまり、海外勢は一兆一千五百八十二億円を売っているわけですね。それに対し

て、この日経の朝刊によると、年金の売買を反映する信託銀行の買い越し額は四千三百七十四億円と。つまり、構

図としては、海外投資家はもう売っている、しかし、ＧＰＩＦなどが、公的マネーが四千三百七十四億円買い支え

ている、そういう構図になっているんじゃないかという気がいたします。 

 そこで、こういう現状、結局、株に大幅に投資して、大幅な株安によって、上がるときもありますが下がるとき

もあります、国民の年金資産がこのように乱高下してしまう、非常にリスクにさらされている、このことについ

て塩崎大臣の見解をお伺いしたいと思います。（発言する者あり） 

○塩崎国務大臣 今ちょっとお話がありましたが、民主党政権の最後は大体八千円台ぐらいだったと思います。

そこから今でも約一万円ぐらいは高いわけでありますので、逆に、機械的な試算をぜひお勧めしたいというふう

に思います。 

 それをおいておいても、今から申し上げることはもう繰り返したことなので大変恐縮でございますが、年金資

産の運用というのは、長い目で見て、国民の、つまり被保険者、つまり年金をもらう側の国民にとって間違いなく

約束どおりいただけるような利回りをきちっと確保していくということが中長期的に大事であって、それを考え

た上でのポートフォリオを今、ＧＰＩＦでは専門的な判断からやっている。 

 もちろん、基本は基本ポートフォリオでやりますけれども、そういったことで、年金資産として年金財政に必

要な資金が得られるように運用を図るというのが大事なことでございますので、短期的に日々の上がったり下が

ったりということは当然あるわけでありますけれども、トレンドとしてどうなのかということを含めて中長期的

に考えるのが年金資産運用の常識だというふうに思います。 

○山井委員 結局、株式に投資することによって非常にリスクが高まっているんですね。 

 長妻昭衆議院議員の質問主意書に対して、二〇〇八年度のリーマン・ショックのときに約十兆円年金資産が目

減りしたと。しかし、同じぐらいの株安になったら、今回の新しいポートフォリオ、つまり国内株式二五％という

ものになるとどうなるか。そのときには、約二倍の二十兆円の年金資産の目減りになる、こういうリスクという

んですか、倍になるということなんです。 

 私、今回計算してみましたら、先ほど言いましたように、この二週間で二万六百円から一万七千八百円に下が

ったことによって、機械的な計算でいくと、一四％下がって、三十二兆円国内株式を持っているわけですから、約

五兆円。さらに同時に、海外の株式もパーセンテージを上げていまして、三十兆円持っています。今、合計六十二



兆円持っていますから、それを掛け算すると、合計約十兆円年金資産が目減りした可能性も機械的には考えられ

るわけです。 

 これは、何と、リーマン・ショックのときは五千円株が下がったんですね。あのリーマン・ショックのときに海

外と国内の株式で目減りしたのが十兆円。それと同じ十兆円が、計算上はこの二週間の株安で目減りしている可

能性があると思うんです。これは私は大変なリスクだと思います。 

 何でそんなことになるのかというと、リーマン・ショックのときには額が少なかったんですね。リーマン・ショ

ックのときには、結局、合計二十兆円しか国内と国外の株式に投資していなかった。そのパーセンテージが非常

に少なかった。ところが、今はもう四五％まで投資をしている。そういうことが問題になってきているわけであ

ります。 

 そこで、お伺いしたいんです。 

 先ほど、今まで十五兆円もうかっているんだと。確かに、昨年の運用益はプラス十五兆円でしたよ。昨年度は十

五兆円でしたけれども、今年度は大幅に、特にこの三月から九月期は下がるという予測も出ているわけですね。

そういう意味では、これはアベノミクスに反してアベノリスク。 

 つまり、公的マネーが支えている株が下がると、もちろん景気が減速するだけではなく、老後の安心をリスク

にさらす、このことについても問題だと私は思っておりますし、今の政権は株価を上げることによって支持率を

維持して安保法案、派遣法改悪等、天下の悪法を通そうとしている、そういう批判も出ておりますが、やはりこう

いう問題、リーマン・ショック並みの年金の目減りが、この二週間の株安で国内と海外を合わせれば出ている可

能性がある。やはりこういうリスクに年金をさらしている。もちろん、もうかるときもありますよ。でも、リスク

も大きい。 

 そのことについて、塩崎大臣、問題だと思われませんか。 

○塩崎国務大臣 何度も申し上げているように、年金の資産運用に最も大事なのは、年金財政上必要な資金を予

定どおり運用として得ることができるかどうかということが大事なのでございます。それは中長期的に、年金投

資というのは、いつも世界じゅうの常識としてやっていることでございます。 

 その上で、例えば、この間、山井先生は、前のポートフォリオでいけばいいんだということをおっしゃいました

が、経済情勢は変わりました。だからこそ基本ポートフォリオを変えたわけであって、前も申し上げたとおり、前

のポートフォリオのままで、もしこのままやれば、年金財政上必要な利回りは得られないというのが山井理論で

ございまして、それは国民に対する最もやってはいけないことであります。 

 経済情勢の先行きを見込んだ上で、その情勢に見合った基本ポートフォリオを組んでいく、そのことが私ども

がやらなきゃいけないことで、これは、名目賃金上昇率プラス一・七を得るために必要な基本ポートフォリオは

こういうことですということでお示しをしているわけでございますので、一〇〇％国債で回ることを含めて、年

金財政上必要な利回りを得ていくことは、山井先生のおっしゃっていることではできないということを申し上げ

ているわけです。 

 これは、いずれにしても、短期的な標準偏差が大きくなる、それはそのとおりで、それだけをリスクと言ってい

るわけでは理論的にはないわけでありまして、最も大きなリスクは、年金財政上、国民にお約束をしたとおりの

年金支払いができないということが最も大きなリスクでございます。 

○山井委員 この結果、先ほど言いましたように、リーマン・ショックのときには、国内株式は十一兆円、外国株

式は九兆円、合計二十兆円しか株に投資していなかったんですね、二十兆円、一七％。ところが、今は合計六十二

兆円、四二％。最新の六月末の数字では四五％までふやしていっているんです。 

 目指している運用利回りが獲得できないんじゃないかということで、では、ちょっと大きな損失をするリスク

もあるけれども株に投資してみよう、そういう考え方も、塩崎大臣はそういう考え方をされたんですけれども、

何よりも、これは国民の老後の資産ですからね。国民は株式投資をふやすなんということは必ずしも求めていま

せんよ。 

 実際、連合の皆さんや働く仲間の方々、そういう方々も、今回のことというのは実際にその保険料を払ってい

る当事者の声を反映させていないということで、非常にそこは不安に思っておられます。 



 このことは、また今後引き続き議論したいと思いますけれども、やはり、二万六百円から一万七千八百円とな

ったこの二週間だけで、機械的な計算では十兆円ぐらい、リーマン・ショックのとき並みに年金資産が下がった

かもしれない、こんなリスキーなことというのは問題だと思っております。 

 それと、もう一問だけ年金について質問させていただきたいんですが、きょうの配付資料十五ページ目に、日

本経済新聞六月十日朝刊、「狙われた年金情報」「年金情報が狙われている——。その予兆はあった。」ということ

で、企業年金連合会に、四月二十二日に約四十の会員組織、個人に「無料研修会のお知らせ」という不審メールが

行ったわけですね、フリーメールの形で。下の読売新聞にもそのことが書いてあります。 

 そして、今回の漏れた年金情報で一番最初の端緒は、四月二十二日の企業年金国民年金基金課への不審メール

であったということが今回の検証委員会の報告でわかったわけですね。同じ日なんですよ、同じ日。 

 そして、私がなぜこのことについて関心を持っているかというと、六月九日の参議院の厚生労働委員会で蓮舫

議員が、この連合会への不審メールのことを質問されているんですね。 

 つまり、先日の検証委員会の報告書では、四月二十二日に、企業年金国民年金基金課、いわゆる企国課と略しま

すが、厚生労働省の企国課に、そして厚生局に、一通ずつ不審メールが来た、これが今回の漏れた年金情報のスタ

ートであった、予兆であったということでした。 

 しかし、塩崎大臣、これは私は違うんじゃないかと思うんです。 

 つまり、企国課に来た一通のメールは、この企業年金連合会や関係者に送られた四十二通のメールと同じメー

ルだったんじゃないですか。なぜならば、タイトルが一緒じゃないですか。十六ページを見てください。 

 四月二十三日、こんな不審メールが来ていますといって厚生労働省が注意喚起したメール、「企業年金連合会無

料研修」、一緒じゃないですか。そして、送信者のメールアドレス、hotmail というフリーメールですね。そして、

これはヤマダという方の名前をかたっていたということも言われているわけです。 

 そこで、塩崎大臣にお伺いしたいと思います。 

 この四月二十二日の日に企業年金関係の関係者に四十通送られた不審メール、無料研修の添付ファイルの不審

メールと厚生労働省の企国課に来た不審メールは同一のメールですか、同一ではないですか。質問通告で聞いて

おりますので、お答えください。 

○塩崎国務大臣 企業年金関係者に送られました不審メールの内容については、私どもは了知をしていないため

に、企業年金国民年金基金課などが受信をいたしました不審メールと企業年金関係者が受信をされた不審メール

が同一のものかどうかは不明でございます。 

○山井委員 ここ数日、厚生労働省と同一かどうか調べてくれ、確認してくれと。漏れた年金情報の第一通が厚

生労働省だけに来たのか、同じメールが企業年金連合会関係に来ているのか、これは漏れた情報がどうだったの

かという事件を解明する上で非常に重要なことじゃないですか。にもかかわらず、何度言っても確認をしない。

おまけに、国会で質問をしても確認しない。電話一本したらいいじゃないですか、電話一本したら。何でその電

話、わざと確認しないんですか。 

 私の推測は、電話一本したら、これは同じメールで、わかるんですよ、簡単に。同じメールだとわかったら、こ

の間の検証委員会の報告もまた変わってくるんです。この間の検証委員会の報告は、四月二十二日に企国課に不

審メールが来ました、それが日本年金機構に対する、百二十五万件の年金流出の最初の予兆でした。でも、違うん

じゃないですか。 

 最初は、この企業年金連合会に四十通メールが来た、それと同じ並びで企国課に来た。つまり、まさに日経新聞

に書かれているように、そうなると、もともと年金情報が狙われていたということが四月二十二日の時点で明ら

かになって、即、日本年金機構に、年金情報が狙われているから年金機構は注意してくださいよという注意喚起

もすべきだったんじゃないんですか。 

 なぜ確認をしないんですか。同一メールだと私は感じていますよ。なぜ確認しないんですか。確認してくださ

い、塩崎大臣。 

○塩崎国務大臣 まず、企業年金関係者、今先生がおっしゃっているところに送付をされた不審メールの内容を

調べろ、こういうことでございますけれども、不審メールを受信したのはあくまでも民間団体、民間人でござい



ます。これは、厚生労働省がその内容について調査を行う権限がないわけでございます。 

 また、御指摘をいただいている企業年金関係者に対する不審メールと厚生労働省職員への不審メールが同一で

あったか否かにかかわらず、四月二十二日以降の対応に私どもにも問題があったということは変わりはないわけ

であって、もう何度もこの点については認め、なおかつ足らざるところを皆様方にお話を申し上げてきたところ

でありまして、答弁をしたとおりで、反省をしているところでございますので、御理解を賜りたいというふうに

思います。 

○山井委員 私は、これは隠蔽だと思います。 

 やはり、百二十五万件もの情報を流出させて、何がその端緒だったのか、何が原因だったのか、全容を解明しな

いと再発防止策が講じられないじゃないですか。なぜ全容を解明しようとしないんですか。 

 今回、検証委員会が一カ月任期を延ばされたということです。ということは、最初の予兆が厚生労働省の企国

課への一通だったのか、企業年金連合会関係者全てだったのかによって再発防止策は当然変わってきます。 

 ですから、要望です。甲斐中委員長を初めとする検証委員会、一カ月任期を延ばしたんですから、ぜひ、検証委

員会を通じて、企業年金連合会の関係者の四十通のメールとこのメールが同一だったかどうか確認した上で、同

一であったら、最初から年金が狙われているということがわかったのになぜその対応をしなかったのか、そのこ

とについても再発防止策で公表していただきたいと思います。検証委員会を通じて、同一のメールかどうか確認

をしていただきたい。 

 それでも確認しないと言い張るならば、これは隠蔽ですよ。再発防止策を解明するためには、漏れた年金情報

の全容を解明するためには、この四十通と企国課への一通が同じかどうか、外形的に見たらほとんど同じじゃな

いですか。その確認すらしないというのはおかしいと思います。大臣、いかがですか。 

○塩崎国務大臣 甲斐中委員会が一カ月延ばしたというのは、これは甲斐中先生が委員会の答弁でもおっしゃっ

ていたことでございますけれども、事情が、大きな変更でもあればまた活動を再開するとおっしゃっていたと思

います。 

 念のためにということで、見定めるということで一カ月延ばすということになったというふうに私は理解をし

ているわけでございますが、集中審議の際にも甲斐中先生が明確におっしゃっていたことは、今回の日本年金機

構で起きた不正アクセスに伴う個人情報流出事案についての全貌はおおむね、原因究明とそして再発防止を考え

るに足るだけの結論を得たということでこういう形になって、私どもとしても、甲斐中委員会、そしてＮＩＳＣ

からの分析、そしてまた機構みずからの内部の分析、これらをあわせて見て、今回なぜこういうことが起きたの

か、そしてどう対処すべきなのかということはおおむね結論が出せるというところまで来たというふうに理解を

しております。 

 今の、企業年金の関係者のところに来たというメールについての調査のお話でございますけれども、先ほど申

し上げたとおり、この調査の相手は役所ではなくて民間団体や民間人でございまして、やはり、任意の調査だと

しても、それは慎重にやらなければいけないことでございまして、私どもには調査する権限がございませんので、

基本的には慎重に考えるべきではないかというふうに思います。 

 ただ、今回、議員からの御指摘もございますが、厚労省としてできることがあるのかということは事務方に検

討をさせたいというふうに思います。 

○山井委員 電話一本で済むことですから、ぜひ確認していただきたい。これは厚労省だけの問題じゃなくて、

今回の漏れた年金情報問題で被害をこうむっているのは国民なんです。なぜこんなことになったのか、どうすれ

ば再発防止をできるのか、そのことを知る権利が国民にはあるんですから、ぜひとも調べていただきたいと思い

ます。 

 それでは、青少年雇用促進法に関して、ブラックバイトの問題の質問に入らせていただきます。 

 先日、五人の高校生の方々がブラックバイトのユニオン、労働組合をつくられました。私も二度お話を聞かせ

ていただきまして、昨日もお話を聞かせていただきました。 

 その中で、このブラックバイト問題、高校生に関しても非常に深刻な問題だと思っておりますのは、何枚か新

聞記事を入れておりますが、長時間労働、勉強に支障、ノルマ課されて自腹、人手足りずに無理やり勤務に駆り出



される。 

 アルバイトで起こりがちなトラブル。飲食店や居酒屋、深夜営業が多くて、生活が夜型になって、授業に出られ

ない、あるいは、試験のときに休ませてくださいと言っても休ませてもらえない、その結果、留年する、学業が続

けられない。本末転倒ですよね、これは。 

 さらに、アパレル関係では、この仕事をする以上は服を買ってくださいと言って強制的に服を買わされて、そ

の代金が給料から天引きをされる。 

 さらに、コンビニなどでも、催事といいますが、いろいろキャンペーンとかお祭りとか、うな重やおでんのキャ

ンペーンで販売ノルマがあって、例えば百個ノルマがあって、売り切れなかったらそれを自腹で買いなさい、ひ

どいケースは、それを払っちゃったら、バイト料を超えて、逆にバイト料以上にお金を払わないとだめになって

しまう。 

 さらに、学習塾でも、こま給といって、一こま二千円、九十分と言っておきながら、その前後一時間ずつ準備と

かをして、その時間はアルバイト料が払われなくて、延べでやると最低賃金を下回ってしまう。 

 大人の世界でもこういう問題はありますけれども、特に学生さんに関しては、このことによって学業に支障が

出る、あるいは、やはり知識が乏しいから、これは最賃を下回っているんじゃないですかとか、十時以降は高校生

はアルバイト禁止なんじゃないんですかとか、反論もできないんですね。だから泣き寝入りしている方も非常に

多いわけです。 

 それで、次のページ。 

 それに関して、厚生労働省も八月にブラックバイトの実態調査をするということで、今されておられます。 

 また、この新聞記事の中でも、バイトの七割が扱い不当だということで、学生なのに学業に支障が出るほど働

かせるというのをブラックバイトと呼んでいるということであります。 

 そこで、質問通告にも従って塩崎大臣にお聞きしますが、労働時間が十五分単位で切り捨てになっている、十

五分単位だから一時間プラス十四分働いても一時間ということになってしまう、そういうふうなことになって、

一分単位の労働時間に対する賃金が払われない、これは違法ではないですか。 

○山本副大臣 原則といたしまして、今御指摘いただきました、分単位で労働時間を切り捨てることというのは、

賃金や割り増し賃金の不払いを生じさせ、労働基準法に違反することになりますので、違法でございます。 

○山井委員 違法ですよね。 

 私が会った三人の高校生、三人ともコンビニ、ファミレスでこの十五分単位になっていて、それ以下は切り捨

てなんです。 

 深刻なのは、こういう悪徳なアルバイトがあるということじゃないんですよ。それが常態化してしまっている

ということなんです。 

 違法だということですが、では、これが常態化しているという認識はありますか。例外的なところがこういう

ことをやっているのか、それともこういうケースがかなり多いという認識なのか、厚生労働省の認識、いかがで

すか。 

○塩崎国務大臣 そういうケースがあるということはもちろんわかっているわけでございますが、それがどの程

度かということは、調査の対象として、今調査をしているところでございます。 

○山井委員 調査を今されているということですが、では、その調査の結果、例えばですけれども、十五分単位の

ケースとか十分単位のケースとか三十分単位のケースがあって、とにかく四捨五入じゃなくて切り捨てられて労

働時間が短くなっていると。 

 これは、団体交渉の結果、一年分を払ってもらったら三万円になったとか、二年分を払ってもらったら六万円

になったとか、やはり高校生のアルバイトや大学生のアルバイトにとっては非常に大きいんですよね。それで、

かつ、苦情を言うと、もうシフトに入れない、仕事量を減らされるとかいって、高校生や大学生も言えないという

のがあるんです。 

 では、実態調査の中で、こういう十五分単位等々の切り捨てというものがかなり行われているということがわ

かれば、業界団体への文書要請、例えば、このこま給ということに関しては、実際、学習塾の授業の前後に不払い



の労働時間があるということで、是正のための通知をされましたね。これについては配付資料の九ページにあり

ます。「塾のブラックバイト 国「改善を」」ということで、こういう文書要請を出されました。各団体の長の方々

へということで、労働基準局長の名前で、ことしの三月二十七日でした。 

 これと同じような形で、十五分単位あるいは十分、三十分等の切り捨てが横行している現状が実態で確認され

たら、業界団体に対して文書要請をするということでよろしいですか。 

○塩崎国務大臣 厚労省では、これまでも労働関係法令などの周知、広報について、リーフレットやポータルサ

イトを活用した取り組みを行ってきました。 

 その一方で、現在、先ほど申し上げたように、大学生アルバイトを対象に実施をしているアンケート調査の結

果などもございますので、それらを踏まえて、今後は、今お話がございました文書要請、コンビニや飲食店の業界

団体に対する文書要請についても、この調査の結果を踏まえて検討をしてまいりたいというふうに思いますし、

今の調査のみならず、もちろん日常的にこれは労働基準監督署がウオッチをしているわけでございますので、そ

ういったところの監督指導の実態も踏まえて、そういうことについても含めて検討してまいりたいというふうに

思っております。 

○山井委員 昨日も、四日ほど前も、高校生の方々を呼んでヒアリングさせていただいて、厚生労働省の担当者

の方もお越しをいただいて建設的な議論をさせていただきました。 

 一つ私がひっかかったことが、こういう違法行為があったら高校生の皆さんも労働基準監督署に申し出てくだ

さいと言われたわけですよ。ところが、高校生は何と言ったか。平日は授業があってそんなところに行けません

と言うわけですよ。だから、それは行けないんですよ、高校生の人は、違法行為があっても。 

 さらに、高校生がわざわざ労働基準監督署に行ってくださいというのも変な話で、高校生は忙しいし、わざわ

ざ高校生が行くまでもなく、大人がちゃんとそれは取り締まらないと私はだめだというふうに思います。ですか

ら、文書要請していただきたいと思います。 

 それに関連して、もう一つ、催事のミーティング、つまりキャンペーンですね。クリスマスキャンペーンとかお

正月キャンペーンとか、そのときにクリスマスプレゼントを売ろうとかバレンタインのチョコレートを売ろうと

か、あるいは、近所でお祭りがあったら、コンビニの店頭にお店を出してそこで売り子をやってもらうとか、こう

いう催事、お祭り、キャンペーンの際のミーティングや打ち合わせ会議、あるいは店頭のときに、労働時間になっ

ていないケースも多いんですね。 

 例えば、昨日聞いた話では、二時間ぐらい店頭でお祭りの売り子をさせられて、それで、ああ、もう二時間働い

たなと思ったら、ありがとうと言ってチョコレートパフェを一つもらったとかスナック菓子をもらったとか。け

さ岡本議員もおっしゃっていましたけれども。 

 やはり、こういうミーティングや売り子、キャンペーン、そういうふうなことがあっても、これを労働時間に含

めずにアルバイト料を払わないのは違法じゃないですか、いかがですか。 

○山本副大臣 実態といたしまして、働く方が使用者の指揮命令下に置かれている、そういう場合におきまして

は、その時間は労働基準法における労働時間という形になるわけでありまして、今例を挙げていただきましたけ

れども、催事の際のミーティングだとかさまざま、店頭販売とかお祭り、きちんとそういった使用者の指揮命令

下に置かれているかというところで判断をさせていただいているわけでありまして、今挙げられたような例であ

りましたら、違法となります。 

○山井委員 もちろん、これは団体交渉をしたりしたら確実に勝てるんですけれども、高校生や大学生はそう簡

単に団体交渉できないし、そんなモグラたたきじゃなくて、そんなことを本来はしなくても正当な賃金が払われ

ないとだめなんです。 

 さらに、三つ目。 

 例えば、求人票やいろいろなフリーペーパーの時給八百五十円ということで、いざ勤め出したら、研修期間中

だから八百円ですとか、あるいは最低賃金以下とか、こういうふうなことというのも違法ではないですか、いか

がですか。 

○山本副大臣 労働基準監督署におきまして、減額特例の許可を受けることなく最低賃金額未満の賃金を支払っ



ていることを確認した場合には、最低賃金法違反について、文書でその是正を厳しく指導することとしておりま

す。 

 今おっしゃった、採用後の例えば新人研修の期間、最賃より低い、そういったものは違法になります。 

○山井委員 言っちゃなんですけれども、違法だらけなんですよ。それが野放しになっているんですよ。大人だ

ったら、そこは言える人もいるかもしれない。しかし、高校生や大学生はそんな知識もないですよ、残念ながら。

おまけに、残念ながら、チェーン店やフランチャイズ、全てがこういうことをやってしまっているという問題点

があるんです。だから、これは本当に私たちが、国会議員が与野党力を合わせて取り組んでいく必要があると思

うんです。 

 今、大学生のアルバイトの実態調査をやっているということですが、いつ集計が終わって、いつ結果が公表さ

れて、先ほど塩崎大臣も、それを踏まえて文書要請を検討するということを答弁されましたけれども、急いでほ

しいんですよ。今九月四日ですから、九月中とか十月中とか、急いでいただきたいと思います。こういう実態が明

らかになった以上、スピードこそが厚生労働省のやる気も問われるわけですから、いつ集計し、公表され、その文

書要請というのはいつぐらいまでに出すおつもりなのか、お聞かせください。 

○塩崎国務大臣 調査も、大学生レベルの調査と高校生レベルの調査というのは、やはりこれはちょっと違う扱

いをしないと正確なところがよくわからないということになってしまうものですから、特に、先生先ほど御指摘

になったと思うわけですが、十八歳未満の深夜労働とか、これは基本的には大学生ではあり得ないということな

ので。 

 大学生等を対象としたアルバイトに関するアンケート調査は、八月の二十七日にスタートをしておりまして、

本年十月末までには公表したいというふうに思っています。 

 高校生を対象としたアルバイトに関するアンケート調査につきましては、先ほど申し上げたように、少し調査

方法や項目について工夫をしないといけないと考えておりまして、大学生の場合と高校生では、例えばインター

ネットを使っていけるかどうかとか、そういうこともありますので、これに関しましては、年内には実施をした

いというふうに考えているところでございます。 

○山井委員 ぜひ、おっしゃるように高校生も多少事情が違いますので、高校生に対する実態調査も大学生とあ

わせてやっていただきたいと思います。今、年内にやるということで、ぜひやっていただきたい。 

 それで、大学生のアルバイトの実態調査は十月末までに公表するということですが、問題は、それでは、それを

踏まえて、十一月中には業界団体への文書要請、特にコンビニとかファミレスとか、そういうフランチャイズと

かチェーン店とか、高校生、大学生のアルバイトが多いところに出していただきたいと思うんですが、その文書

要請を十一月末までに出していただけますでしょうか。 

○塩崎国務大臣 これは、やはり調査をしっかりした上で、当然、団体宛てに出すということであれば、実態をし

っかり踏まえた上で出さなきゃいけませんので、できる限り速やかにやりたいと思いますが、なお、しっかりと

した調査もやらなきゃいけないので、先生の御意見もしっかりと頭に入れながら、できるだけ早くやってみたい

というふうに思っております。 

○山井委員 今九月で、十月末までに二カ月も調査とか分析をされるんでしょうから、ぜひ十一月末までには文

書要請を出していただきたいと思います。 

 これは本当に私も考えさせられるんですが、昨日も高校生の方々と話して、ある女子高生の方なんかは、三百

六十五日、元旦も含めてアルバイトに入っているとおっしゃっているんですね。やはり本当に、学業とアルバイ

トの両立、また、それによって家計を支えている方も非常に多いわけです。単にお小遣いのためということでは

なくて、家計を支えて、やはり、御存じのように、今、子供の貧困問題も深刻化しています。そういう意味では、

単なる小遣い稼ぎで高校生や大学生がアルバイトをして、嫌だったらやめる、そういうふうなことでは済まない

んですよね、本当に家計を支えるためにアルバイトされている方も多いわけですから。 

 そこで、今お願いした文書要請とともに、チラシと冊子の作成をお願いしたいんです。 

 きょうの配付資料の四ページに入っておりますが、まずこれを見ていただきたいんです。 

 これは東京都産業労働局が出している冊子の表紙。これは高校生版なんです。「高校生なので時給は八百円だと



いわれた」「目標が達成できないのでクビだといわれた」「見習い期間は一週間、その間の賃金は払わないといわ

れた」「残業代は二時間まで、それ以上残業しても能力がないのだから支払わないといわれた」「アルバイトには

有給休暇はないといわれた」「仕事をやめたいのに次の人が決まるまでダメだといわれた」「店の皿を割ったので

来月の賃金からひいておくといわれた」。 

 これは、「これは許されますか？」という東京都の冊子の表紙で、答えは裏面にと書いてあるんですね。裏面を

ここに入れてあります。配付資料の五ページ。この裏面によると、どう書いてありますかというと、答え、基本的

には全てが許されない、違法ですということです。私は、非常にこれはわかりやすいと思いました。 

 申しわけないけれども、もう一方、厚生労働省さんがつくっておられるチラシがあるんですね、こちら。これ

も、悪いとは言いませんけれども、「バイト代は、毎月、決められた日に、全額支払いが原則！」「アルバイトで

も、条件を満たせば、有給休暇が取れます」「アルバイトでも、会社都合の自由な解雇はできません」とか、これ

はこれでいいんですけれども、皆さんもお感じになると思いますが、高校生や大学生がアルバイトで苦しんでい

る違法行為の具体例を書いてあるこういう東京都のチラシや冊子の方がやはりわかりやすいと思うんですよね、

具体例が入っていて。 

 ですから、ここで要望なんですが、これは確かに高校生版と書いてありますから、やはり一般版と高校生版と

いうのは別々につくった方がいいと思うんですが、塩崎大臣、このようなチラシや冊子、例えば、この東京都の冊

子では、配付資料の五ページ、「よくあるトラブル事例編」、漫画ですね。「求人広告と実際の賃金が違った場合」、

これはだめですよという漫画。さらに、六ページ目の「働いていて損害賠償を請求された場合」「残業代が一部支

払われなかった場合」、漫画で説明してある。非常にわかりやすいんですよ。 

 そういう意味では、高校生用のチラシや冊子、また一般用のブラックバイトに関するチラシや冊子というもの

をぜひ早急につくって、さらに、事業主にも同じものを配付していただきたいんです。 

 なぜかというと、事業主向けに今も確かに配付されているんですよ。でも、この配付資料の八ページを見てい

ただきたいんですけれども、「高校生等を使用する事業主の皆さんへ」というこの資料、これはわかりにくいでし

ょう、はっきり言って。やはり、東京都の、こういうケースは違法ですよという方がはるかにわかりやすいんです

ね。 

 ですから、高校生向け、あるいは一般向け、あるいは一般の働く学生さん向け、そして事業主向けにこのような

わかりやすい事例の入ったチラシや冊子を作成していただいて、配付していただきたいと思います。ぜひお願い

したいと思いますが、いかがでしょうか。 

○塩崎国務大臣 おっしゃるように、パンフレットにしても冊子にしても、わかりやすいというのが大事、その

とおりだと思います。今比較がございましたけれども、確かに具体例があった方が全然わかりいいということで、

これは一般的に、我々がこの想定問答を読むときにもいつも言っているわけでありますが。 

 そういう意味で、事例の入ったわかりやすいチラシの作成については、大学生や高校生を対象としたアルバイ

トに関するアンケート調査を今やっているわけなので、これらの結果からまた得られる情報、こういったことも

踏まえて、年内をめどに作成をして、高校生、大学生、そしてまた事業主、経営者の方ですね、こちらの方に周知

を徹底していきたいと思っています。 

 また、冊子につきましては、盛り込むべき内容を、今申し上げたようなことも含めて、あるいはまた、さまざま

例がございましたら、いろいろな手口がありますので、そういうことも含めて皆様方からも情報をいただけたら、

そういった内容を盛り込んだ上で作成をしてまいりたいというふうに思っているところでございますので、よろ

しくお願いをいたしたいと思います。 

○山井委員 ぜひ、チラシの方も冊子の方も、可能であれば、事例とか漫画とか、やはり漫画のやりとりとかはわ

かりやすいですよね、そういうものも入れてわかりやすく、高校生、大学生、そして何よりも、事業主の方も悪気

があって違法行為をやっておられるとは私は思いませんので、そういうところを徹底していただきたいというふ

うに思います。 

 それで、ブラック企業というのは、厚生労働省によると、若者の使い捨てが疑われる企業というふうに日本語

にしておられるらしいですが、このブラックバイトという言葉もぜひお使いいただきたいんです、わかりやすい



言葉ですから。 

 もしブラックバイトという言葉がブラック企業と同じようになかなか行政のペーパーに書けないということで

あれば、これはどのような表現にされますでしょうか。 

○塩崎国務大臣 ブラック企業という名称を正式に使っていることはないわけで、今お話があったように、若者

の使い捨てが疑われる企業ということで、少し長ったらしいわけでありますが、そういうことにしております。 

 このブラックバイトという言葉についても、厚労省としては使用をしているわけではございませんが、アルバ

イトで働く学生の適正な労働条件の確保というのは当然重要であるわけでありますので、チラシなどの作成に当

たっては、どういう表現が最も適切か、よく考えて決めてまいりたいというふうに考えております。 

○渡辺委員長 山井和則君、既に持ち時間が経過しておりますので、質疑は終了してください。 

○山井委員 はい。 

 本当に、一般の労働者も立場が弱いですが、それ以上に高校生、大学生というのは立場が弱いわけで、自分たち

で労働基準監督署へ行ったり、そういうことはなかなか難しいわけですから、私たち大人の責任でしっかりと違

法行為がなくなるようにしていければと思っております。 

 ありがとうございました。 


